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2020年度ＳＤＧｓ未来都市等提案書（提案様式１） 
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水俣市長 髙岡 利治 

提案全体のタイトル みんなが幸せを感じ、笑顔あふれる元気なまちづくり 

提案者 水俣市 

担当者・連絡先 
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1．1 将来ビジョン 

（１）地域の実態 

（地域特性） 

・地理的条件 

本市は、九州南西部、熊本県の南端に位置し、南部は鹿児島県の出水市、伊佐市に接

している。東西 22㎞、南北 14㎞の長さで、総面積は 163㎢、その 75％を山林が占める。 

地理的特性としては、水俣川が源流から河口まで市域を貫き東西に流れている、という 

点があげられる。流域沿いに集落を形成しながら、河口部のわずかな平地に市街地が広

がっている。水俣川は、市西部で八代海（不知火海）に注ぐが、天草諸島を望む 30㎞の海

岸線はリアス海岸になっており、風光明媚な景観をなす。 

水俣市という１つの自治体の中で、海・山・川の生態系がコンパクトに完結し、人々の暮

らしと生業が営まれている。 

交通アクセスに関しては、九州新幹線を利用することで、福岡（博多）まで 60分、熊本・

鹿児島までそれぞれ 30分で移動可能である。さらに、2019年３月に南九州西回り自動車

道・水俣インターチェンジの供用が開始され、九州各地へのアクセスが格段に向上した。都

市部等との時間距離の短縮により、物流・交流の活性化、“便利な田舎”という利便性を活

かした地域振興に向け、絶好の機会を迎えている。 

 

 

 

・水俣病の経験と地域再生の実践 

本市は、明治中期までは人口 1万２千人の半農半漁の村に過ぎなかったが、1908年に

化学工場が進出し、工業都市として急速に発展する中、鉄道・電気などのインフラ整備、経

済成長が進み、人口も急増していった。   

その後、1956年には昭和の大合併もあり人口は５万人を超えた。当時、地元の工場で

南九州西回り自動車道 

九州新幹線 

水俣川 

１．全体計画 （自治体全体でのＳＤＧｓの取組）  
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作られていた製品は、テレビ・冷蔵庫・洗濯機など国民生活を支えた三種の神器や様々な

産業分野に用いられており、水俣のみならず、日本全体の工業国化と発展、国民生活の

合理化・利便性を支えていた。 

この頃、経済成長と利益優先による開発が全国各地で進み、自然環境の破壊、公害が

発生したが、本市では 1956年、水俣病が公式確認された。「水俣の歴史は日本における

工業都市化の縮図」とも言われるが、水俣病に起因する被害は、健康被害、環境汚染にと

どまらず、患者や地域に対する差別、偏見等も引き起こすなど、種々の問題が地域社会を

疲弊させていった。 

高度経済成長期を迎え国民が豊かさを享受する中、本市は長期にわたりこれらの問題

と向き合ってきたが、1990年代に入り環境再生・地域再生の息吹が芽生え、これ以降、単

なる公害都市からの脱皮に止まらない、創造的まちづくりに取り組むことになった。 

1990年、工事期間 13年、事業費 485億円を費やした水俣湾公害防止事業（事業主体

は熊本県）により、58万平方メートルの埋立地（エコパーク水俣）が完成した。 

1992年には、市独自の日本初となる「環境モデル都市づくり」を宣言し、水俣病の教訓を

後世に伝え、市民融和、循環する生態系の中での産業活動、生命基盤となる海・山・川の

次世代への継承、資源を大切にする社会システムの構築を決意した。 

1993年、水俣病に関する資料展示や保存、語り部が水俣病の体験を後世に伝える「水

俣病資料館」を開館し、毎年４～５万人が来館している。この資料館には熊本県環境センタ

ーと国の水俣病情報センターが隣接しており、相互に機能を補完しながら、環境に関する

学びと機会の提供、情報発信を行っている。 

また、同年、循環社会の実現を目指し、地域コミュニティを基礎単位とする 300の分別ス

テーションを設け、住民協働による「資源ごみの分別」をスタートさせた（開始当時は 20分

別、現在は 22分別）。これは後に「水俣方式」と呼ばれ、全国各地に広がっていった。 

1995年からは、地理的特性に鑑み、毎年海の日に、環境美化に関する一斉活動として

「海と川のクリーンアップ作戦」を展開する。その２年後には、熊本県知事による「水俣湾の

安全宣言」がなされ、汚染魚の拡散防止のために水俣湾と湾外を隔ててきた仕切り網は完

全に撤去され、漁が再開された。 

1999年、水俣市役所が環境マネジメントシステムの国際規格であるＩＳＯ14001の認証を

取得し、ＰＤＣＡサイクルによる環境保全活動に取り組むとともに、2000年には、学校版環

境 ISO制度を創設し、市内全小中学校で環境配慮の活動を行うようになった。各校で成果

をグラフにまとめたり、発表をしたりすることで教育効果も上がり、2007年からは県内全て

の小中学校で取り組まれるようになり、ＥＳＤの先駆けとなった。 

 2001年からは、市民の環境活動をビジネスに結びつけるため、国の承認を受けた小都

市型「みなまたエコタウンプラン」に基づき、家電リサイクル、びんのリユース、ペットボトル

のリサイクル、浄化槽汚泥等から肥料を製造する施設等の資源循環型の企業立地を促

し、産業振興を図っている。  
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さらに、2008年、地球温暖化問題に先駆的に取り組む自治体として、持続可能な低炭素

社会を目指す、国の「環境モデル都市」に選定され、2005年の温室効果ガス排出量を基準

とし、2050年に 50％の削減を目指している。 

2016年には、産学官民連携による持続可能な地域社会の形成を目指す高等教育・研

究活動拠点施設として、旧水俣高校跡の校舎を再利用し「水俣環境アカデミア」を開設し、

３年間で 1万人超の利用があった。 

 また、2017年、本市の市名を冠した「水銀に関する水俣条約」が発効された。本市は、こ

れまでの経験と地域再生の取組、地元企業の持つ環境技術を世界に伝えること等によっ

て国際貢献を図っていくとともに、この機会を地域の活性化に結び付けていくこととする。 

 

・人口動態 

 本市の人口は、60数年前のピーク時から半減し、現在２万５千人を切っている。自然動

態、社会動態ともにマイナスの状態が続き、年間平均 400人弱の人口が減少している。今

後も減少は続き、2030年には２万人程度になると予測されている。 

65歳以上の高齢者の割合は約

39％で、全国平均を 10ポイント上回

っており、2030年には 43％程度まで

上昇すると予測される。 

また、生産年齢人口の減少が著し

く、2015年から 2025年までの 10年

間で約 3,000人の減少が見込まれ、

今後更に少子・高齢化が進んでいく

こととなる。 

 

・産業構造 

本市の産業は、生産額割合で見てみると、ＪＮＣ株式会社を中心とする製造業、それに

続く医療・福祉が主要な位置を占めており、就業人口では、医療福祉が 23％、製造業が

17％となっている(2015年国勢調査)。 

また、農林業に関しては、就業者の６割以上が 60歳以上となっているが、近年、若い世

代による農産物のブランド化（みなまた和紅茶）の取組など新しい動きが見られる。水産業

も同様の状況にある。 

また、コンパクトな市域に八代海（不知火海）を望む“湯の児温泉”と、山間の“湯の鶴温

泉”という趣の異なる良質な温泉を有しており、これらを他の地域資源と結び付けることで

新たな観光モデルを構築しようとしている。 
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（今後取り組む課題） 

 ・人口減少と少子高齢化への対応 

  明治中期から 1950年代半ばまで急激に増加した人口が、同様のスピードで減少してい

る。問題はその下げ止まりが見えないことである。今後、ＳＤＧｓの考え方に基づき、複眼的

視線を持ち、統合的なまちづくりを進めることによって、人口減少の幅をゆるやかにし、い

ずれかの時点で下げ止まりを作ることが必要である。 

  そのために、地域に内在する資源と資源をつなぎ合わせ、水俣ならではの物語を描き、

誰もが「幸せを感じ、住み続けたい」と思えるまちを築いていくこととする。 

 

 ・地域活力の維持 

本市は、これまで環境再生、環境創造を軸にしたまちづくりを進めてきたが、生産年齢人

口や就業人口、事業所数は減少し、空き店舗の増加による商店街の衰退などもあり、市街

地の賑わいが失われつつある。このような状況の中で、経済面において、住民は十分な豊

かさを享受できていない。これから先、地域の特性と資源を改めて見つめ直し、磨き、付加

価値を高め、地域に足りない部分は、外部と連携・協力することで補いながら、身の丈に合

った水俣らしい産業づくりに取り組んでいく必要がある。 

上記に加え、医療・保健等様々な分野において、ＩＣＴの効果的活用を図るなどし、新たな

サービスの創造、課題解決を進めるとともに、本市を大切に思い関係を持ってくれる人たち

を増やすことで、経済活動を活発化し、地域活力を維持していく。 

 

・水俣を担う人づくり 

将来にわたり持続可能な地域社会を築いていくための基礎となるのは、それを支える

「人」である。本市では、ＳＤＧｓに本格的に取り組むに当たり、2019年、市内全小中学校及

び高校の児童生徒を対象に、「私が描く 2030年の水俣」をテーマとする作文を募集し、地

元水俣の、2030年のあるべき姿を考えてもらった。また、他の地域には存在しない、研究

活動・連携拠点の施設である「水俣環境アカデミア」を最大限有効に活用しながら、様々な

テーマに関する学び、活動を提案し、未来の水俣を担う人材を育成していく必要がある。加

えて、本市唯一の「水俣高校」の持続についても、市の課題として捉えていく。 

 

・環境まちづくりの伝承と発信 

本市には、水俣病資料館を中心とし、水俣病の経験と教訓を後世に伝え、これまで実践

してきた先進的環境まちづくりを、国内外に広く発信していく責務が求められている。 

これからは、「過去に学び、現在を知り、未来を考える」視点を重視し、地球温暖化、マイ

クロプラスチックによる海洋汚染など地球規模の環境課題にさらに積極的に取り組み、

様々な学びのプログラムの提供を継続することで外部に貢献するとともに、その成果を地

域の活性化に結び付けていく。 
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（２）2030年のあるべき姿 

【2030年のあるべき姿】 

 

第６次水俣市総合計画における目指す将来像 

「みんなが幸せを感じ 笑顔あふれる元気なまち 水俣」 

  

2019年、本市においては、2026年を目標年次とする「第６次水俣市総合計画」を策定し

た。総合計画を策定するに当たっては、ＳＤＧｓの理念に基づいて地域経営を進めることを

想定していたため、目指す将来像に、そのコンセプトを反映させている。 

 将来像の、「みんなが幸せを感じ」は、誰１人取り残さない、「笑顔あふれる元気なまち」

は、経済・社会・環境が元気で、そこに住む人たちは笑顔である、という意味を持つ。 

 これらを踏まえ、2030年のあるべき姿については、第６次総合計画における「目指す将

来像」を置くこととする。なお、2030年に関しては、次期総合計画の第１期基本計画（前半）

の目標年次と一致するので、引き続き総合計画とＳＤＧｓ未来都市を連動させたまちづくり

が可能となる。 

 このような考え方に基づき、以下、総合計画に記載されている内容を掲げ、2030年に向

けた持続可能な地域社会づくりを進めていく。 

 

１ 基本理念 

60 年以上の長きにわたり水俣病問題に向かい合ってきた本市では、そこから得た教訓

を活かし、環境に配慮した様々な施策や取組をはじめ、再発防止に向けた情報発信、国内

外からの研修生の受入れ等により、一定の成果をあげてきた。 

一方で、人口減少、高齢化の進行等厳しい状況が続く中、未来にわたって持続可能なま

ちをつくっていくには、これまで培ってきた環境配慮型のまちづくりを踏まえ、私たちの暮ら

しを支える地域経済を活性化し、社会全体が好循環する地域づくりを目指していく必要が

ある。 

本市には、多様で温かい人、長く地域を支えてきた地元商工業、豊かな食・温泉・自然な

ど、誇れるまちの財産（宝）が数多くある。これらの地域の宝を活かし、それぞれを調和さ

せ、子供から高齢者まで全ての世代が「水俣に生まれてよかった」、「水俣で暮らしてよか

った」と感じられるまちを築いていく。 

 

２ 将来像のイメージ 

安心して子供を産み育てられる環境が整い、子供たちは地域住民等の応援を受けなが

ら、地域の中で生き生きと生活し、まちは子供の笑顔であふれている。 

産業面では、企業との連携強化により新たな雇用が生まれ、地場企業が活性化し、農

林水産物や観光資源の活用により、交流人口が増え、まち全体が活気に満ちている。 
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福祉面では、多職種間の連携と多様な主体によるサービス提供がなされ、年齢や障害

の有無に関わらず、誰もが住み慣れた地域で、自分らしく安心して暮らしている。 

このような地域社会の実現を目指し、総合計画の中で設定した「基本目標」のうち、次の

４つを中心に取り組むこととする。 

 

①地域に根差した強い産業基盤づくり  ＜経済＞ 

活力ある地場企業づくりを推進するとともに、新たな課題にチャレンジする人や企業を

応援することで創業しやすい環境づくりに努める。 

また、安全・安心な地元農林水産物のブランド化、６次産業化、加工品開発等を通じ

て高付加価値化を推進する。 

さらに、豊かな自然や温泉など、地域にある多彩な観光資源を磨き上げ、多くの人を

呼び込むことで、賑わいのあるまちを築いていく。 

 

②豊かな心で未来に挑戦する人づくり  ＜社会＞ 

水俣の子供が持っている可能性を最大限に引き出し、楽しく学ぶことができる教育環

境の充実、心身ともに健康で生き生きと活動できるスポーツ環境の整備を進める。 

また、地元唯一の高校である水俣高校を、関係機関とともに支援することで、その魅

力を高めていく。 

水俣環境アカデミアでは、総合的に、持続可能な地域社会の担い手づくりを進める。 

 

③住み慣れた地域でいきいきと暮らせるまちづくり  ＜社会＞ 

安心して子供を産み、健やかに育てられる環境を整備するとともに、年齢や障害の有

無に関わらず、全ての市民が安心して暮らせるよう、共に支えあう「地域共生社会」の実

現を目指す。 

また、ライフステージに応じた健康づくりを推進し、市民の健康を増進するとともに、総

合医療センターを中心とした地域医療の充実を図る。 

 

④次代へつなぐ環境づくり  ＜環境＞ 

   水俣病の経験を教訓として、引き続き、環境に配慮した様々な施策に取り組むととも

に、循環型社会の形成、低炭素社会の実現を目指す。 

また、生活環境をめぐる様々な問題に適切に対応していくとともに、市民主体による環

境保全活動を支援し、自然を大切にするまちづくりを推進する。 
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（３）2030年のあるべき姿の実現に向けた優先的なゴール、ターゲット 

※今回記載するＫＰＩは、第６次総合計画の目標年度となる 2026年の数値とする。 

なお、2030年のＫＰＩについては、次期総合計画策定の際に改めて設定することとする。 

 

（経済） 

ゴール、 

ターゲット番号 
KPI 

 

 

 

 

 

 

 

2.3 

 

8.1 

8.2 

8.3 

8.9 

 

9.5 

 

11.2 

指標：市内総生産  

現在（2016年） 

86,101百万円 

2026年 

88,512百万円 

指標：事業者による新商品・新技術開発件数  

（累計） 

現在（2019年 3月）： 

１ 

2026年： 

７ 

指標：観光入込客数（宿泊者数） 

現在（2019年 3月）： 

81,758人 

  2026年： 

91,000人 

 

本市は、これまで環境を軸に据えたまちづくりを進め、そのことが地域の個性となり、

様々な面で成果をあげてきたが、一方で生産年齢人口や就業人口、事業所数は減少し、

経済面においては厳しい状況が続く。このような中、地域資源を有機的に結び付けた産業

活動を展開することで、地域を持続させるに必要な所得獲得に向けた取組を行う。 

地域にある温泉や豊かな自然等の観光資源を大切にしながら、磨きをかけていくととも

に、再生した美しい海を活用し、近年注目されているＳＵＰ（スタンドアップパドルボード）な

どのマリンスポーツを組み合わせ、体験・滞在型の新たな水俣の楽しみ方を提案し、観光

関連産業等の所得増加を目指す。 

また、各種スポーツ施設やバラ園の整備が進み、広域交流拠点となっている「エコパー

ク水俣」でのスポーツ大会、イベントの開催、誘致を推進することで、交流人口を増加させ、

地域の活性化を図る。さらに、2019 年３月に供用開始した南九州西回り自動車道「水俣イ

ンターチェンジ」、九州新幹線・新水俣駅とこれら観光・交流拠点までの誘導、アクセス改善

を進め、人の流れを活性化させる。 

農産物や水産物については、水俣病の風評被害の影響により売上げが低迷したことも

あったので、安全・安心に徹底的にこだわった生産に取り組んできた。従来の柑橘類、サラ

ダ玉ねぎ等に加え、「和紅茶」や「恋路ガキ（マガキ）」のブランド化、加工品開発及び販路

開拓を進め、生産者の所得向上につなげていく。 
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（社会） 

ゴール、 

ターゲット番号 
KPI 

 

 

4.4 

 

指標：次世代育成事業参加者数（累計） 

現在（2019年 3月）： 

854人（2018年度実績） 

2026年： 

9,000人 

 

4.4 

5.4 

17.17 

指標：子育て支援サービスが充実し、子育て   

しやすい環境だと感じる保護者の割合 

現在（2017年１月）：  

10.9％ 

2026年： 

50％ 

 

 

 

 

3.2 

3.4 

4.1 

4.2 

指標：３大死因による死亡者の割合 

現在（2019年 3月）： 

46.2％ 

2026年： 

45.0％ 

 

人口減少、高齢化が進み、本市の総人口が減っていったとしても、地域を思い主体的に

考え、行動することのできる「活動人口」を増やすことで、水俣を持続させていくこととする。 

将来にわたり持続可能な地域社会を維持していくための活動人口の増加を目指し、そ

れぞれの世代を対象とし、多様な「人づくり」を推進し、人材を循環させていく。 

次代を担う水俣の若い世代に対しては、他にはない「水俣環境アカデミア」や「水俣病資

料館」を用いて、ＳＤＧｓの視点に基づく思考や先端技術、環境問題や人権等を学ぶ場と機

会を創出する。同時に、進学や就職で一度水俣を離れた人材が再び戻ってくる、故郷を応

援しようとする仕組みを作っていく。また、各大学、国連機関等と連携し、知的交流を促進

する中、本市での研修を希望する者を積極的に受け入れ、国内外の人材育成も同時に進

め、小都市ながら世界レベルでの持続可能な開発に貢献する。 

また、子供たちの夢の実現を地域全体で応援することを目的に設置した「水俣市スポー

ツキッズサポーター基金」を活用し、スポーツ分野における心身ともにたくましい人材育成

も併せて推進する。 

社会情勢の変化、教育・保育環境の大きな変動に対応しながら、子供や子育て世代に

対する効果的な支援策を講じていく中で、該当する人口層の減少緩和を図る。 

また、持続可能な地域社会における活動人口の増加を図るには、元気な中高年の存在

も求められるため、ＩｏＴの活用等も視野に入れた健康づくりに取り組み、健康寿命の延伸

を目指す。 
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（環境） 

ゴール、 

ターゲット番号 
KPI 

 

7.2 

 

指標：市全体の温室効果ガス排出量の削減率 

（2005年を基準年とする。） 

現在（2018年 3月）： 

34.0％ 

2026年： 

36.8％ 

  

 

12.5 

17.17 

指標：リサイクル率 

現在（2019年 3月）： 

39.4％ 

2026年： 

48.0％ 

 14.1 

17.17 

指標：海と川のクリーンアップ作戦参加者数 

現在（2019年 3月）： 

823人 

2026年： 

1,000人 

 

水俣病の経験と教訓を活かしながら、これまで実践してきた環境に配慮した施策や取組

をベースにし、地域の実情や住民生活の実態に合わせながら、「環境まちづくり」を継続・

発展させ、ＳＤＧｓの根底をなす環境分野を支えていく。また、本市が取り組んできたこれら

に関する情報発信や視察研修の受入れ等による、環境分野における幅広い貢献を今後も

継続し、外部の人との交流、意見交換による地域人材の育成、ビジネスチャンスの創出に

もつなげることとする。 

本市は、2008 年、国による「環境モデル都市」に選定され、温室効果ガスについて高い

削減目標を掲げ、環境配慮型の暮らし、環境にこだわった産業づくり等を進めている。今後

ＳＤＧｓを推進する中でも、再生可能エネルギーを用いた電力の使用を図るなど、特に重点

的に取り組んでいく。 

また、本市の大きな特性となっている、住民主体のごみ分別とリサイクル、資源ごみの

売却益を活用したコミュニティ活動、地理的特性に起因する「海と川のクリーンアップ作戦」

は、多くの市民や事業所による、水俣の豊かな環境を次世代につないでいく活動でもあ

る。 

市民・事業者・行政のパートナーシップによって、各々がそれぞれの立場で可能なことに

取り組む「環境まちづくり」活動を継続し、環境共生社会を構築していく。 
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１．２ 自治体ＳＤＧｓの推進に資する取組 

   ※ＳＤＧｓ未来都市選定後の３年間（2020～2022 年度）に実施する取組を記載す

ること。 

（１）自治体ＳＤＧｓの推進に資する取組 

 

① 活力ある地場企業づくり 

ゴール、 

ターゲット番号 
KPI（任意記載） 

 
8.1 

8.2 

8.3 

8.9 

9.5 

11.2 

指標：事業者による新商品・新技術開発件数（累計） 

 

 

現在（2019年３月）： 

１ 

 

 

 

 

2022年： 

４ 

 地域経済の活性化を図るには、地場企業の持つ力を強化することが求められる。個々の

企業ニーズに合致した支援を行い、特徴的な取組を発信するなどし、地域に根差した活力

ある企業づくりを推進していく。 

 

・商工業資金貸付・出資事業 

市内中小企業者の安定経営と健全発展を図るため、市の各種融資制度に基づいて貸

付を実施する。併せて、事業経営に必要な資金に係る利子補給金の交付を行う。 

また、新たに創業しようとする者に対して経費の一部助成をすることで、創業にチャレン

ジしやすい環境をつくる。 

・新商品・新技術の開発支援 

市場への新規参入を図る商品開発、新分野での事業展開を目指す革新的な技術開発

に対する補助を行うことで、各企業の経営力強化と既存事業の高度化、高付加価値化を

図る。 

・水俣エコタウン推進事業 

「みなまたエコタウンプラン」に基づき、環境関連産業の集積と、エコタウンに立地する企

業の事業高度化等を支援し、小都市における資源循環型社会のモデルとなるようにする。 
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② 地域資源を活かした観光の振興 

ゴール、 

ターゲット番号 
KPI（任意記載） 

 8.1 

8.2 

8.3 

8.9 

11.2 

指標：観光入込客数（宿泊者数） 

 

現在（2019年３月）： 

81,758人 

 

2022年： 

91,000人 

 南九州西回り自動車道の水俣インターチェンジまでの開通を契機に、観光客誘致のため

のＰＲの強化や、地域資源のより効果的活用を進め、新たな観光商品と特産品を開発し、

着地型観光の推進による交流人口の増加を図る。 

 また、広域交流拠点としてのエコパーク水俣においては、イベントやスポーツ大会の開

催、誘致等を推進していく。 

 

・観光 PR と素材の組合せ 

本市の現在の姿と多様な魅力をＰＲし、観光客の誘致に結び付けるために、幅広く情報

を収集・整理し、効果的発信を行う。また、地域資源の再発見、新たな組合せによる体験

型観光商品と特産品等の商品開発、地域全体をフィールドとする観光ルートの提案を行う

ことで、来訪者の回遊性を高める。 

・魅力ある湯の児温泉づくり 

 地域にある恵まれた温泉・風光明媚な景観・“海の幸”を磨き上げ、旅行者のニーズに応

じた観光資源として開発していく。特に、この海域に生息するタツノオトシゴやＳＵＰ（スタン

ドアップパドルボード）などの新たな要素を組み合わせ、湯の児独自の魅力づくりを推進す

る。 

・湯の鶴癒しのむらづくり 

 地域内の観光施設と温泉保健センターを拠点としてコミュニティの活性化を図り、良質な

温泉やアクティビティ事業のブラッシュアップを図る。また、外部の視点も取り入れながら、

観光資源の発掘、旅行プランの開発などの取組を行う。 
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③ 地産地消と“みなまたブランド”づくり 

ゴール、 

ターゲット番号 
KPI（任意記載） 

 2.3 

8.1 

8.2 

8.3 

8.9 

指標：中山間地での作物導入数 

 

現在（2019年３月）： 

０品目 

 

2022年： 

２品目 

消費者が求める食の安全・安心、流通コストの削減等を目的として、地産地消を促進す

る市内物産館、直売所の活性化を図る。また、関係機関と連携し、気候風土に適した甘

夏・デコポンなどの柑橘類、サラダたまねぎ、茶など基幹作物の生産安定と販売拡大に向

けた取組を実施するほか、中山間地域に適した新規作物の導入に取り組む。 

水産物養殖事業については、特色ある商品の安定供給による「恋路ブランド」の定着を

図り、生産者の所得向上につなげていく。 

 

・稼げる果樹産地育成対策事業 

人・農地プランの中心的経営体や認定農業者等が、“稼げる果樹経営”を確立するため

の総合的取組を支援する。基幹作物の１つであるデコポンの鮮度保持資材、太秋柿の販

売に用いる真空包装機の導入等を補助し、生産者の所得向上、経営安定につなげる。 

・和紅茶ブランド推進事業 

“みなまた和紅茶”のブランド推進に伴う事業実施（飲み比べイベント・茶摘み体験バス

ツアー、各種イベントへの出店等）を支援する。 

・恋路ブランド推進事業 

「恋路ガキ」の生産量を安定させ、恋路ブランドの推進を図るほか、新たな水産加工品

の開発、販路開拓等の取組を支援し、経営安定化、雇用創出につなげていく。 

 

④ 豊かな心で未来に挑戦する人づくり 

ゴール、 

ターゲット番号 
KPI（任意記載） 

 

 

4.3 

指標：スポーツキッズサポーター関連事業実施数 

現在（2019年 3月）： 

１ 

2022年： 

３ 

水俣のことをよく学び郷土を愛するとともに、自分を大切にし、異なる考えを持つ他者を

尊重できるような、豊かな心を持つ子供を育んでいく。 

また、地域全体で、心身ともに元気でたくましい人材の育成を推進する。 
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・ふるさと水俣を誇れる子供の育成 

小中学校においては、水俣病についての学習、まち調べ、地域の人たちとの交流を通じ

ふるさと水俣を愛し、誇りに思える教育を実践する。  

また、郷土の歴史・文化・偉人・自然・産業・伝統芸能等について幅広く学ぶ「水俣科」を

学社連携によって進める。 

・スポーツキッズサポーター関連事業 

企業、団体、個人からの寄附金等を「スポーツキッズサポーター基金」に積み立て、スポ

ーツを通じた子供の健全育成事業に活用する。 

 

⑤ 地域を担う人材の育成 

ゴール、 

ターゲット番号 
KPI（任意記載） 

 

 

4.3 

 

指標：水俣環境アカデミアによる研修受入事業数（累計） 

現在（2019年 3月）： 

28（2018年度実績） 

2022年： 

130 

水俣環境アカデミアを中心に、国内外からの研修受入れや、各種講座の開催により地

域住民が最新の研究や先端技術に触れる機会を提供し、地域を担う人材を育成する。併

せて、生徒数の減少が続く、地元唯一の高等学校を持続させるための支援を行っていく。 

 

・次世代人材育成の支援・推進 

各大学や研究機関、企業等との連携によるシンポジウム、小中学生向けのサイエンス

セミナー、市民公開講座などを開催し、次世代人材の育成を図る。 

・地元唯一の水俣高校の支援 

 なくては困る、地元唯一の水俣高校の魅力を高め、市内外から生徒が集まるような高校

にするための助成を行う。また、生徒の学習意欲の向上に資する様々な機会を提供すると

ともに、国際的視野を持つ人材の育成、地域との協働による高校づくりを支援する。 

  

⑥ 元気に老い、いきいきと生きがいのあるまちづくり 

ゴール、 

ターゲット番号 
KPI（任意記載） 

  

3.4 

 

指標：通いの場（まちかど健康塾、もやい・ふれあい菜園）参加者数 

現在（2019年 3月）： 

685人 

2022年： 

924人 

高齢者の健康づくりと生きがいづくり、社会参加・就労促進に結び付くような、高齢者自

身の経験を活かせる機会や場の提供、地域社会に貢献できる仕組みづくりに取り組む。 
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また、日常生活支援・介護予防事業を推進し、高齢者が可能な限り住み慣れた地域で

暮らすことができるように支援する。 

 

・まちかど健康塾 

高齢者が要支援・要介護状態にならないように、住民に最も身近な地区公民館や拠点

施設で介護予防活動の普及・啓発を行い、併せてコミュニティ内の交流も促進する。 

・もやい・ふれあい菜園事業 

高齢者が“もやい・ふれあい・支えあい”ながら、地域の中で暮らしていくことを目的に、

元気高齢者が主体となり、住民自治組織等と連携し、野菜栽培や地元食材を用いた料理

づくりを共同で行う地域資源活用型の健康づくりと介護予防活動を推進する。 

 

⑦ 地域における温室効果ガス排出量の削減 

ゴール、 

ターゲット番号 
KPI（任意記載） 

 

7.2 

 

指標：市全体の温室効果ガス排出量の削減率 

（2005年を基準年とする。） 

現在（2018年 3月）： 

34.0％ 

2022年： 

35.0％ 

 「環境モデル都市」としての責務を果たすべく、市全体の温室効果ガス排出量を、2005 年

を基準とし、2050 年までに 50％削減するという目標を掲げ、持続可能な低炭素社会の実

現を目指す。 

 

・環境モデル都市推進事業 

 2008年に国の環境モデル都市に認定された本市では、環境モデル都市行動計画に基 

づき、産業・運輸・業務・家庭の各部門において、高効率・省エネ機器への転換や再生可 

能エネルギーの導入促進を進め、温室効果ガス排出量の削減に向けた取組を実施する。 

・家庭部門低炭素総合事業 

家庭における低炭素化を進めていくために、市産材の活用、環境配慮型の住宅設備機

器の購入等、住宅を対象とする補助を実施する。 
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⑧ ごみの分別適正化と減量 

ゴール、 

ターゲット番号 
KPI（任意記載） 

 

12.5 

 

17.17 

指標：リサイクル率 

現在（2019年 3月）： 

39.4％ 

2022年： 

45.0％ 

1993 年から実施する市民協働のごみ分別を継続し、家庭、地域、事業所における適切

なごみ分別と処理を促進し、資源としての有効利用、ごみの排出抑制を図る。 

 

・リサイクル推進事業 

家庭用生ごみ処理容器「キエーロ」を市民に無償貸与することで、各家庭内での生ごみ

処理を推奨し、ごみの排出量削減につなげる。 

市民や他自治体等と連携し、ごみの発生抑制（リデュース）、再利用（リユース）、再生利

用（リサイクル）を更に進めていき、将来的には焼却や埋立てに頼らないごみ処理を目指

す。 

 

⑨ 協働による環境保全活動の推進 

ゴール、 

ターゲット番号 
KPI（任意記載） 

 

14.1 

 

17.17 

指標：海と川のクリーンアップ作戦参加者数 

現在（2019年 3月）： 

823人 

2022年： 

1,000人 

毎年多くの市民が参加して行われる一斉活動として「海と川のクリーンアップ作戦」及び

「環境月間清掃活動」を実施することで、市民主体の環境保全活動を継続する。 

 

・海と川のクリーンアップ作戦 

“海の日”前後に、地理的特性を反映し、海岸と川沿いの美化に係る一斉活動である「海

と川のクリーンアップ作戦」を実施し、公共水域における自然環境及び景観保全を行う。 

・環境月間事業 

 環境月間である６月に、身の周りの環境保全に対する市民の意識を高め、環境衛生の

保全を図るために、各地区で、排水路の浚渫、家や事業所周りの除草活動等を実施する。 
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（２）情報発信 

（域内向け） 

2019 年７月に、ＳＤＧｓの認知度に関する調査を行ったが、ＳＤＧｓを知っている市民の割

合は 16.3％であった。 

これから、具体的にＳＤＧｓに関する施策を地域全体で実施していくに当たり、まずは、市

民の認知度を上げ、地域全体で目指す方向性を共有していくことが重要である。そのた

め、様々な方法で情報発信を行っている。 

 

①2019年度の取組 

・ＳＤＧｓに関する普及啓発パンフレットの作成・配布 

第６次水俣市総合計画の６つの基本目標とＳＤＧｓの 17目標の対応、既に始めている市 

民のＳＤＧｓの取組等を紹介する普及啓発パンフレットを作成し、市内全戸に配布した。 

さらに、各種説明会や講義等の資料としても活用している。 

・「未来に向けた作文コンクール」の実施 

 次世代を担う市内の小中高生を対象に、「私が描く 2030年の水俣」をテーマとして作文コ 

ンクールを実施した。ＳＤＧｓの目標年次である 2030年の地域づくりを、2030年の水俣を担

ってほしい子供たちに考えてもらうこととし、市内全学校から 261点の応募があった。 

募集段階から市の広報紙とホームページに掲載し、審査後も、優秀作品を紹介した。  

なお、全ての応募作品を分析し、地元の子供たちの地域に対する考え方を把握し、今後

の地域経営にも活かしていくこととする。 

・ＳＤＧｓに関する市民公開講座やシンポジウムの開催 

市民対象の公開講座を年間５回程度開催し、各講座はＳＤＧｓの 17の目標のうち、どれ 

を目指して行うのか、アイコンを用いて示した。そのうち 1 回はＳＤＧｓをワークショップ形式

で学ぶ内容とした。 

シンポジウムについては、本市の地域特性に密接な関係を持つ「海の豊かさを守ろう」を 

テーマとするものとし、子供たちに興味関心を持ってもらえるユニークな講師を招いて実施

した（来場者は 360人）。 

・市長によるＳＤＧｓの普及啓発活動 

 2019年の９～10月に、市内７地区で開催した市政報告会において、市長が市の主要施 

策、総合計画等について説明を行った。その中でＳＤＧｓの概要及び今後の市政運営の基 

本とすることを示し、普及啓発を図った。延べ参加者数は約 200人であった。 

・市職員のＳＤＧｓピンバッジの着用・庁内各課でのＳＤＧｓアイコンの掲示 

  本市においては、市長をはじめ、課長級以上の職員及びＳＤＧｓ担当課である企画課職 

員が自発的にＳＤＧｓピンバッジを購入、着用し、来庁者等に対する PRを行っている。 

また、ＳＤＧｓの１７アイコンをＡ３用紙にプリントアウトし、庁内各課の見えやすいところに 

掲示することで、職員の意識共有を図っている。 
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② 今後の予定 

・ＳＤＧｓの普及啓発に関するシンポジウムの実施 

・ＳＤＧｓの内容を盛り込んだ市民公開講座の実施 

・ＳＤＧｓのロゴ・アイコンを市民の目に触れやすい場所に掲示 

・ＳＤＧｓ取組事例集の作成 

 

（域外向け（国内）） 

① 現在の取組 

・国内からの研修受入れによるＳＤＧｓの情報発信 

水俣環境アカデミアを結節点として、国内の大学・研究機関等の研修受入れを数多く行っ

ている。この中で、過去の歴史を踏まえた水俣の取組に関する紹介を行うとともに、住民主

体の環境活動が経済効果を生み出し、地域活動に展開していった事例紹介、環境・経済・

福祉が結び付いた事業所の見学等をプログラムに組み込んでいる。本市での研修を通し

て、水俣の教訓や取組がＳＤＧｓの目標達成に寄与することを発信し続けている。 

・市ホームページでの情報発信 

 市の公式ホームページに、「環境サイト」を設けてごみ分別とリサイクル、環境モ

デル都市、環境保全活動、環境学習、計画と方針、水俣病に関する詳細な情報を発信

している。 

② 今後の予定 

・市ホームページの中に「ＳＤＧｓサイト」を設置 

・ＳＤＧｓ取組事例集の作成 

 

（海外向け） 

本市では、水銀に関する水俣条約の施行等を契機として、国連機関や環境省との連携

のもと、国際会議やワークショップ等を受け入れている。受入れの際には、市内事業者の

視察等をプログラムに取り入れ、環境への取組がどのように経済活動に結び付いていった

のか、ＳＤＧｓの理念がどのように根付いているのかを実地で学んでもらうようにしている。 

また、アジア地域の大学院生を対象とし、水俣病の教訓、現状と課題の理解、持続可能

な地域社会をテーマとする研修事業を実施しているが、この中にも地域住民や事業所見

学を盛り込み、地域全体でＳＤＧｓを実践している様子を発信しようとしている。 

  そのほか、水俣病資料館では、毎年 700 人以上の外国人を受け入れており、ホームペ

ージは４カ国語（日本語、英語、中国語、韓国語）で公開するなど、広く世界に向けての情

報発信を行っている。 

 今後もこれらの、継続、充実を図っていく。 

 

 



19 

 

（３）普及展開性（自治体ＳＤＧｓモデル事業の普及展開を含む） 

（他の地域への普及展開性） 

本市は世界に類例のない産業公害を経験した後、その教訓を胸に刻み、長期間かけて

環境を再生するとともに、地域社会の再生、環境に十分配慮した産業づくりを継続してき

た。水俣におけるこれらの実践を、国内のみならず世界各地に伝え、共有することは極め

て重要である。特に開発途上国には、経済優先の下、環境対策が遅れている地域も多い

ため、本市の経験と教訓を踏まえ、持続可能な開発をしていくことが求められる。 

加えて、「水銀に関する水俣条約」の会議において政府が表明した「ＭＯＹＡＩイニシアティ

ブ」の理念も踏まえ、国内外、特に途上国からの研修等を積極的に受け入れ、専門的な知

見はもちろん、住民が主体的に取り組んできた「ごみの高度分別」等の環境に関する草の

根活動や、市内事業者の環境技術などを組み合わせて、普及展開を図る。 

 

（自治体ＳＤＧｓモデル事業の普及展開策） 

  本市が提案するＳＤＧｓモデル事業は、地域に内在する多様な資源に気づき、磨き、つ

なぎ、地域を元気にしていくことに主眼を置く。そして、どうしても地域内で調達できないも

のについては、外部と協力・連携することで、相互に補完していこうとするものである。 

 また、将来にわたり持続可能な地域社会を築いていくための基礎となるのは、それを支

える「人」であることから、市内はもとより世界中の人材育成に寄与することを目指してい

く。 

 このような考えに基づき、これまでの経験と教訓、地域再生活動の積み重ねも地域の貴

重な財産と位置づけ、その他の地域資源と組み合わせることで、様々な学びと研究の場を

提供しているが、一連のプログラムの中に、本市のＳＤＧｓモデル事業を組み込むことも普

及展開策の 1つと捉える。 

 また、民間事業者との協働によって実施するモデル事業については、先駆性があり、モ

デル性もあると思われるので、マスコミ報道、あるいは当該民間事業者のネットワークを活

かし、普及展開を図ることができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



20 

 

１．３ 推進体制 

（１）各種計画への反映 

 2019 年度にスタートした「第６次水俣市総合計画」をはじめ、今後策定する主要な行政計

画の全てにＳＤＧｓの視点を盛り込むこととする。主な計画の反映状況は以下のとおり 

 

１．第６次水俣市総合計画 

2026年を目標年次とし、本市の目指すべき将来の姿と、その実現に向け市民とともに進

むべき方向についての基本的指針を示す「第６次水俣市総合計画」の冒頭に、ＳＤＧｓの考

え方に基づく持続可能な地域社会づくりに取り組み、経済・社会・環境の三側面の統合的

取組による自律的好循環の実現を目指す旨、記載をしている（2019年３月策定済）。 

なお、2010 年に策定した前計画においても、既に、まちづくりの基本理念として、持続可

能な地域社会の構築を目指すと明記している。 

２．第２期水俣市まち・ひと・しごと創生総合戦略 

 2024 年を目標年次とし、国の「第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略」の考え方を踏まえ

策定する「第２期水俣市まち・ひと・しごと創生総合戦略」については、ＳＤＧｓを原動力とし

て地方創生を推進することとしており、ＳＤＧｓとの関係性を明らかにし、具体的施策には、

それぞれ該当するアイコンを貼付する（2020年３月改定予定）。 

３．第３次水俣市環境基本計画 

 2027 年を目標年次とし、水俣市環境基本条例に盛り込まれている「自然環境と調和し持

続可能な社会の構築」を推進するために策定する、「第３次水俣市環境基本計画」に記載

する各施策については、ＳＤＧｓの体系に沿って整理する（2020年３月改定予定）。 

なお、2008 年に策定した現行の「第２次水俣市環境基本計画」にも、持続可能な社会の

構築について記載されており、既にＳＤＧｓの理念を取り入れている。 

４．第４次水俣市男女共同参画計画 

  2026年を目標年次とし、「男女（みんな）でいきいき・共に輝くまち」の実現を目指す「第

４次水俣市男女共同参画計画」については、ＳＤＧｓにおける５番目の目標「ジェンダー平

等を実現しよう」、17番目の目標「パートナーシップで目標を達成しよう」の実現に向け取り

組んでいくことを明記する（2020年３月改定予定）。 

５．第２期水俣市地域公共交通網形成計画 

2025 年を目標年次とし、公共交通の利便性の向上を図り、将来にわたり公共交通体系

を持続していくために、「第２期水俣市地域公共交通網形成計画」を策定する。計画の文中

に、ＳＤＧｓの考え方に基づく「住み続けられるまちづくりの推進」を明記する（2020年３月改

定予定）。 
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６．水俣市強靭化地域計画 

 2022 年を目標年次とし、過去に本市で発生した土石流災害等の自然災害を教訓に、今

後の地域強靭化に関する施策の指針を示す計画とするが、文中に、ＳＤＧｓにおける 11 番

目の目標である「住み続けられるまちづくり」を明記する（2020年２月策定）。 

７．第２期水俣市子ども子育て支援事業計画 

2024 年を目標年次とし、地域の実情に応じた子ども、子育て支援施策を推進していくた

めに「第２期水俣市子ども子育て支援事業計画」を策定するが、その表紙に、目標とする 

ＳＤＧｓのアイコン（ゴール３・４・１１）を掲載する（2020年３月改定予定）。 

８．水俣市環境モデル都市行動計画 

 2009～2020 年度を計画期間とするアクションプランで、国による環境モデル都市認定に

伴い、地球温暖化の防止に向け、本市全体の温室効果ガスの排出量を、2005 年を基準と

し 2050年までに半減させることを目標に掲げる。 

2009 年の策定時点において、「環境と経済が調和した持続可能な地域社会の形成」に

ついて記載しており、ＳＤＧｓの理念を先取りした内容になっている（2021 年３月改定予

定）。 

 

 

（２）行政体内部の執行体制 

 

【水俣市地方創生ＳＤＧｓ推進本部】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 2019 年７月に、地方創生（まち・ひと・しごと創生）と自治体ＳＤＧｓを総合的、一体的に推

進していくために、市長を本部長、副市長を副本部長とする「水俣市地方創生ＳＤＧｓ推進

本部」を設置した。 
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また、その下部組織として、関係課長 12 人で構成する「幹事会」と、担当者レベルの職

員 21人による経済・社会・環境３つの「作業部会」を置く。 

特に今回、作業部会については、今後の事業展開及び組織の持続可能性を強く意図

し、自治体ＳＤＧｓをテーマとする「人材育成」の機能を持たせることとし、メンバーには公募

を含む 20～30歳代の若手職員を多く登用した。 

 

（３）ステークホルダーとの連携 

１．域内外の主体 

① 水俣市地方創生ＳＤＧｓ総合戦略会議 

2019 年 7 月に、地方創生（まち・ひと・しごと創生）とＳＤＧｓを、外部有識者の意見を反

映させながら、総合的かつ一体的に、地域全体で推進していくために、産学官民等の代

表者が参画する会議体として、「水俣市地方創生ＳＤＧｓ総合戦略会議」を発足させた。そ

れぞれの立場による考え、各団体の実践を紹介してもらいながら、ＳＤＧｓを原動力とする

地方創生について検討を重ねている。今後は、この成果を踏まえ、地域全体での具体的

実践に取り組んでいく。 

※水俣市地方創生ＳＤＧｓ総合戦略会議の委員構成 

委員：14人、顧問：１人 （学識経験者、地元金融機関・工業・観光業・農業・経済団体・ 

労働者団体・地域生協・自治会・女性団体・健康関係団体の代表者、教育関係者等） 

 

② 大学との連携 

・慶應義塾大学 

   連携・協力に関する協定を締結している慶應義塾大学（環境情報学部、総合政策学

部、政策・メディア研究科）が水俣高校の高校生とともに活動する「高大連携未来塾」のマ

ッチング、支援を行ったり、地元事業者を対象とする遠隔講義等を実施したりしている。 

   また、所属研究者は本市のＳＤＧｓ推進に関する会議の委員等に就任しており、専門

的見地から意見を述べてもらっている。 

  ・日本体育大学 

   2019年５月に、本市が進める「水俣市スポーツキッズサポーター基金事業」の一環とし

て「体育・スポーツ振興に関する協定」を締結した。この協定により、大学の指導者や競

技選手を招きスポーツ指導を受けたり、大学の体育施設を利用したりすることができる

ようになった。今後、従来はなかったスポーツの専門分野における人材育成も進めてい

く。 

  ・熊本県立大学 

   連携協定に基づき、本市で所属学生の研修受入れ行うとともに、大学関係者には、地

域の子供向けセミナーの指導者、ＳＤＧｓ推進等に関する会議の委員就任等を依頼して

いる。 
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・その他 

   熊本大学、崇城大学、東洋大学生命環境科学研究センター、九州大学都市研究セン   

ターと連携協定を締結し、研修受入れに協力しているほか、各大学で本市の事例報告を

中心とする講義を行っている。 

 

③ 民間企業との連携 

・コニカミノルタ株式会社 

    2019年 10月から３箇月間、コニカミノルタ株式会社が行う「企業社員の複業に関する

プラットホームビジネス」に係る実証実験を本市で受け入れ、社員２人が市役所に派遣さ

れた。このうちの１人はＳＤＧｓの推進に係る業務に従事してもらい、市担当職員と共同

作業を行った。 この成果を検証し、課題特定や解決策の検討を進めるに当たり、企画

立案段階から民間企業の知見を取り入れて、新たな発想の創出、職員の意識向上に向

け、今後も連携・協力していく。 

  ・ＵＴモビリティサービス株式会社 

    2019 年７月に、熊本県内のトヨタ系列の販売店等からなる、ＵＴモビリティサービス株

式会社と連携し、地元商工会議所や観光団体、トヨタ自動車株式会社をはじめとする民

間企業が参加して、本市におけるＭａａＳの推進について検討をする「水俣ＭａａＳプロジ

ェクト実行委員会」を発足させ、毎月１回会議を開催している。 

   また、2020 年２月 17 日には、本市とＵＴモビリティサービス株式会社との間で、「持続

可能なまちづくりに関する包括連携協定」を締結した。 

・肥後銀行 

    地域金融グループとして、サスティナビリティ宣言を行い、持続可能な環境・社会づく

りに取り組もうとする肥後銀行の水俣支店長が、本市ＳＤＧｓの推進について企画段階

から参加している。また、銀行主催のＰＰＰ・ＰＦＩに関するセミナー等に市職員が参加

し、学んだことを活かし効果的な行政運営につなげている。今後は、ＳＤＧｓの活動に意

欲的な地元企業向けの認証制度の構築、インセンティブ等についても共同で検討して

いく。 

  ・三井住友海上火災保険株式会社、大和リース株式会社 

    公共サービスに民間活力を導入する手法や公民連携に関する情報の提供を受けた

り、地元企業向けセミナーを共同で開催したりすることを予定している。 

 

④ 省庁との連携 

・環境省 

本市には、水俣病に関する調査研究及び情報収集等を目的とした、環境省の水俣病

総合研究センターが立地し、水俣病に関する情報発信や環境学習等において本市と連 

携して取り組んできたところである。 
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さらに、2017 年２月、「政府関係機関移転基本方針」に基づく、環境省環境調査研修

所の機能の一部移転に伴い、水俣環境アカデミアが「環境調査研修所水俣研修事業事

務局」となった。このことにより、環境省による研修の一部が本市で実施されることとな

り、環境省の職員や自治体の環境行政担当職員が、毎年本市を訪れている。 

 

２．国内の自治体 

・環境モデル都市等に関するネットワーク 

   本市は 2008 年に環境モデル都市の選定を受け、「環境未来都市構想推進協議会」に

加入し、これまで多くの国内自治体との情報交換、交流を続けてきた。 

2018年に「環境未来都市構想推進協議会」は、「地方創生ＳＤＧｓ官民連携プラットホー

ム」に改組されたが、引き続き加入し、国内自治体等との連携を図っている。 

また、政策分野に環境への配慮を取り入れる自治体で構成をする「環境自治体会議」

の中でも同様の活動を行っており、2000年には本市で全国大会を開催した。 

なお、環境自治体会議も「マイＳＤＧｓ宣言」キャンペーン活動を始めており、2020 年か

らは環境のみならず、あらゆる政策分野に統合的に取り組もうとしている。 

 ・ＳＤＧｓの推進に取り組む自治体とのネットワーク 

2019 年 6 月、神奈川県による「ＳＤＧｓ日本モデル宣言」に賛同したところであるが、今

後、他の賛同自治体とともにＳＤＧｓの普及啓発に取り組んでいく。 

   このほか、北九州市、壱岐市及び熊本県小国町による「ＡＬＬ九州ＳＤＧｓネットワーク」 

のフォーラムに出席するなどし、九州内のＳＤＧｓ未来都市との交流を進めていく。 

   なお、県内及び隣県でＳＤＧｓ未来都市に選定されている小国町、熊本市、大崎町とは

具体的な取組、事業実施について情報交換を行った。 

 

３．海外の主体 

・国連関係機関との連携 

ＵＮＥＰ（国連環境計画）、ＵＮＩＤＯ（国連工業開発機構）をはじめとする国際関係機関

と連携し、アジア太平洋地域の行政関係者等を対象とし、「水銀に関する水俣条約」の

推進に係るワークショップや、市内事業所等の視察研修を実施し、水俣の実践を海外に

発信している。 

 ・海外の大学との連携 

   本市では台湾の南栄科技大学と連携協定を、同じく台湾の国立台北科技大学と「交 

流に関する覚書」を締結し、遠隔講義や研修受入れ等を実施している。 

    また、日本・アジア青少年サイエンス交流事業（さくらサイエンスプラン）を活用し、ＳＤ 

Ｇｓの考えに基づく研修プログラムを構築し、アジア地域の大学院生約 15人を 1週間程 

度受け入れている。 
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・アジア諸国との交流 

    水俣環境アカデミアの担当者が、ネットワークの拡大、人的交流の促進、共同研究の 

可能性調査等を目的として、ベトナム、タイ、シンガポール、中国等のアジア諸国を訪問

し、大学や研究機関等において意見交換、講義を実施している。 

・その他草の根交流等 

    市内民間団体と連携し、ＪＩＣＡ（独立行政法人国際協力機構）による開発途上国から

の研修生受入れや、ＮＩＣＥ（国際ボランティアＮＧＯ）の行う合宿型ワークキャンプの支援

を行っている。 

 

（４）自律的好循環の形成へ向けた制度の構築等 

・ ＳＤＧｓ推進事業所登録制度（仮称） 

 市内において、ＳＤＧｓに積極的に取り組む事業者を対象とする登録制度について、今後

検討する。 

なお、制度設計については、本市が以前実施していた事業所版環境ＩＳＯの取組等を参

考にし、その再利用を想定する。 
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2.1 自治体ＳＤＧｓモデル事業での取組提案 

（１）課題・目標設定と取組の概要 

 

（自治体ＳＤＧｓモデル事業名） 

産学官民連携による「元気なまち水俣」共創事業 

 

（課題・目標設定） 

 ゴール３ ターゲット 3.4 

 ゴール４ ターゲット 4.7 

 ゴール６ ターゲット 6.ｂ 

 ゴール７ ターゲット 7.2 

 ゴール８ ターゲット 8.9 

 ゴール９ ターゲット 9.2 

 ゴール 11 ターゲット 11.2・11.6 

 ゴール 12 ターゲット 12.5 

 ゴール 13 ターゲット 13.2 

 ゴール 14 ターゲット 14.1 

 ゴール 17 ターゲット 17.16・17.17 

 

長年にわたり市民が一体となって取り組んできた環境再生及び地域再生の実践を、地

域内外の関係者とのパートナーシップによって深化させ、活力ある社会を構築する。 

  

（取組概要） 

 地域に内在する資源を見つめ直し、磨き、結びつけることで、「人が元気・経済が元気・環

境も元気」なまちづくりに取り組む。人口減少が続く状況の中で、主体的に考え、行動でき

る「活動人口」を増やすことで、これまで先行してきた環境施策を経済振興に効果的に結び

付け、持続可能な都市づくりを推進する。 

 

 

 

 

 

２．自治体ＳＤＧｓモデル事業 （特に注力する先導的取組） 
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（２）三側面の取組 

 

① 経済面の取組 「地域資源を活かし、つなぐ産業づくり」 

ゴール、 

ターゲット番号 
KPI 

  

8.9 

指標：観光入込客数（宿泊者数） 

現在（2019年 3月）： 

81,758人 

2022年： 

91,000人 

ゴール、 

ターゲット番号 
KPI 

  

9.2 

指標：新規作物ブランド導入数 

現在（2019年３月）： 

０品目 

2022年： 

２品目 

 

①－１ 海・山・温泉・マリンスポーツを融合した観光振興 

 コンパクトなエリアにある豊かな海と山、趣の異なる２つの温泉にマリンスポーツを融合さ

せ、新たな水俣の楽しみ方を提案する。天草諸島に囲まれた穏やかな内海の特徴を活か

して、ダイビングやシーカヤックなどマリンスポーツのサービスを提供する事業者も出てき

ている。また、2018年度から官民あげて SUP（スタンドアップパドルボード）の大会誘致に

よる地域活性化に取り組んでいるが、2018年にデモンストレーションイベントを実施した

後、2019年に西日本選手権大会を開催し、2020年には全国 SUP選手権大会の開催が

決定している。これを契機に、将来的には水俣を“SUPの聖地”としていくことで、交流人

口、特に宿泊客の増加につなげていくとともに、復元した水俣の海の美しさを全国にアピー

ルする。 

 

①－２ スポーツ合宿とスポーツツーリズムの推進 

エコパーク水俣では様々なスポーツ大会等が実施され、多くの選手や関係者が市外か

ら訪れる。この中で、一定期間まとまった人数が、利用しやすい料金で便利な場所に宿泊

をしたいという、「スポーツ合宿」を望む声が出てきている。このニーズに対応し、スポーツ

合宿の環境整備を進め、スポーツによる地域の活性化と経済振興を図る。 

併せて、スポーツ観戦やトレッキング等の体験プログラム、その他スポーツを通じた交

流・滞在型の「水俣版スポーツツーリズム」を推進していく。 

 

①－３ 地元事業者等の参画による健康産業づくり 

 2018年度から地方創生推進交付金事業として、医学・栄養学・運動学等を結び付けた

「体験型健康教室」を実施している。今後、この教室の効果を周知し、市内で同様の教室を
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開催する事業者を発掘していく。また、栄養面でバランスのとれた食事を提供する飲食店

を増やし、健康に関心のある市民のほか、市外から健康志向の高い者を呼び込むことで、

市内飲食店の所得向上を図る（地方創生推進交付金申請予定事業（継続事業））。 

 

①－４ 安心安全、魅力ある“水俣ブランド”の確立 

 現在、本市でブランド化を進め一定の認知度を持つ“食の主要６品目”としては、柑橘類、

サラダたまねぎ、茶、しらす、チャンポン、スイーツがある。これらに関しては、更にその知

名度を高めるために、物語性のある情報発信を行っていく。          

また、水俣病が“食”を介して発生した健康被害であることに鑑み、安心安全で高品質な

食物の開発を目指し、現時点では気付いていない地域資源の中から、“水俣ブランド”とな

りうるものを見つけ、魅力ある商品に磨き上げ、６次産業化を進める。 

（今後商品化・ブランド化が図られる可能性のある農水産物） 

・農産物：太秋柿、早掘りタケノコ、はぜ、一寸そら豆、ほおづき、アスパラガス等 

・水産物：恋路ブランドのマガキ、ナマコ、シラス、アカモク、未利用魚等 

 

（事業費） 

 ３年間（2020～2022年）総額：97,776千円  

 

 

② 社会面の取組  「2030年の水俣を支える活動人口の増加」 

ゴール、 

ターゲット番号 
KPI 

 
3.4 

3.d 

指標：特定検診受診率 

現在（2019年 3月）： 

31.3％ 

2022年： 

55.0％ 

 

4.7 

指標：次世代育成事業参加者数（累計） 

現在（2019年 3月）： 

854人（2018年度実績） 

2022年： 

5,000人 

 

②－１ 持続可能な社会を担う次世代育成 

 大学（包括連携協定を締結している大学等）、国連関係機関、企業（みなまたエコタウン

立地企業）等と連携して、水俣環境アカデミアにおいて、シンポジウム、ジュニアサイエンス

セミナー、市民公開講座などを開催し、地域住民や事業者が、最新の研究や技術に触れ

る機会を設け、地域を担う人材を育成する。 

 また、これらの事業によって得られた成果やネットワークを活用して、市内唯一の高等学

校である水俣高校の教育活動を支援し、入学希望者を増やす。 
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②－２ スポーツによる元気づくりと夢の実現 

健康の重要性をよく知る本市にあって、2018年に企業、団体、個人から寄附金を募り、

「スポーツキッズサポーター基金」に積み立て、子供の健全育成を推進する事業を開始し、

スポーツ活動に対する奨励金や一定規模以上の大会出場に対する奨励金の交付、トップ

アスリートによるスポーツ教室や指導者研修会を開催している。 

また、2020年５月には、東京オリンピックの聖火リレーが、環境復元のシンボルとなって

いるエコパーク水俣を通ることとなっており、スポーツを通じて健康で元気な人づくりを進め

るとともに、子供たちに夢を与え、その実現に向け応援していく。 

 

②－３ Ｓｏｃｉｅｔｙ5.0に基づく健康寿命の延伸 

 地方創生推進交付金対象事業として、2018年から市内に本社を置くベンチャー企業の

「超聴診器」と呼ばれる、遠隔医療対応の新型聴診器を用いた心臓疾患の遠隔診察と予

備健診の実証実験を支援している。この実証実験が終了し実用化されたならば、本市を拠

点とする遠隔医療及び健診が可能になり、従来からの特定健診受診率の向上、病気の早

期発見による健康寿命の延伸が図られることとなる（地方創生推進交付金申請予定事業

（継続事業））。 

 

②－４ ＭａａＳ・ＥＶによる人の移動の活発化 

2019年７月に、市内外の企業・団体が参加する「水俣ＭａａＳプロジェクト実行委員会」を

発足させ、ＭａａＳの導入によって本市を訪れる観光客等の移動面での利便性向上を図り、

交流人口の増加と経済の活性化を進めていく取組を開始した。将来的には、高齢者など移

動に制約のある人たちが不自由なく移動できる環境整備を、官民連携で進めることも視野

に入れている。また、環境に配慮した EVの導入によってモビリティ社会をリードする「水俣

モデル」の構築を検討する。 

 

（事業費） 

 ３年間（2020～2022年）総額：52,308千円  
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③ 環境面の取組  「水俣における環境まちづくりの展開・発信」 

ゴール、 

ターゲット番号 
KPI 

 

14.1 

指標：水俣病資料館入館者数 

現在（2019年 3月）： 

42,935人 

2022年： 

44,000人 

 

7.2 

指標：再生可能エネルギーによる新電力の導入施設数 

現在（2019年 3月）： 

１施設 

2022年： 

10施設 

 

③－１ 水俣の経験に基づく環境再生と地域振興の取組、発信 

市立水俣病資料館と、そこに隣接する熊本県環境センター、環境省の水俣病情報センタ

ーが一体となって、水俣病問題の歴史と教訓、環境の大切さを広く発信し、後世に伝えよう

としている。加えて、高等教育・研究活動の拠点、結節点としての役割を担う水俣環境アカ

デミアは、国内外からの視察や研修等を受け入れる中で、水俣の現状や取組を発信しな

がら地域振興も図ろうとしている。 

また、環境意識の高い市民によるごみの高度分別の実践、長期間かけて再生した水俣

の海で、環境の変化に敏感なタツノオトシゴの新種が確認されている事実など、今の水俣

の姿を積極的に発信し、外部の人たちに正しく理解してもらうとともに、市民には地域に対

する愛着と誇りを持ってもらうこととする。これらの取組によって、海洋を中心とする環境保

全に対する世界的関心の高まりを促していく。 

 

③－２ 市施設への、地元企業の水力発電による電力導入 

2017年から 2019年にかけて、地元企業の水力発電を中心とした再生可能エネルギー

による電力（非化石価値を付与したＦＩＴ電気）を、市役所の仮庁舎に供給する実証試験を

実施した。この実証試験の結果から、従来よりも安価で、温室効果ガス排出量の少ない電

力が安定的に供給されることが判明したので、今後、他の市所有施設への拡大を予定す

る。 

これに伴い、本市所有の公共施設から排出される温室効果ガスの大幅な削減が可能と

なるほか、地元企業が発電した電力を利用することによって「電力の地産地消」が実現でき

る。 

 

③－３ 市民の環境活動とエコタウン・福祉をつなぐ実践 

 本市においては、1993年に資源ごみの分別を開始し、循環型社会の形成に取り組んで

きた。また、2005年、水俣市社会福祉事業団が「みなまたエコタウン」に障害福祉サービス
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事業所の「わくワークみなまた」を開設し、本市及び近隣自治体から排出された PETボトル

のリサイクルを行っている。この取組は、市民の環境活動が事業活動、更には障害者の日

中活動の場の確保という社会福祉施策に結び付き、障害者の所得向上という経済効果も

もたらしている。これは、ＳＤＧｓの考え方を先取りした特筆すべき事例である。 今後も社

会環境の変化に伴う地域課題を的確に把握し、このような取組を継続するとともに、他地

域へも発信し、広がりを促す。 

 

③－４ 環境ビジネスの国際展開 

 「みなまたエコタウン」には、資源循環型の事業に取り組む企業が集積している。これらの

企業の取組や実績を、水俣環境アカデミアが受け入れる国内外の政府機関・国際機関等

の研修の中で紹介し、フィールドワークを行うことで広く発信していく。 

水俣病の教訓とともに、本市の企業が持つ先端的な環境保全技術を国内外、特に途上

国に伝えることは環境分野における国際貢献であり、更には海外への技術移転という形

で、ビジネスチャンスにつなげていくこととする。 

 

（事業費） 

 ３年間（2020～2022年）総額：90,682千円 

 

 

（３）三側面をつなぐ統合的取組 

（３－１）統合的取組の事業名（自治体ＳＤＧｓ補助金対象事業） 

 

（統合的取組の事業名） 

    地域にあるもの、ないものを組み合わせた活力創造事業 

 

（取組概要） 

これまでの経験も地域特性と位置づけ、足るを知り、地域にないものは外部と連携、相

互補完し、循環と共生による地域経営を進める中で、元気な人、元気な経済、それを支え

る元気な環境づくりに取り組む。具体的には、様々な大学等との連携による遠隔技術を活

用した人材育成、水俣の旬を体感できるアクティビティの拠点づくり、官民連携によるカー

シェアリングの導入を推進する。 

 

（事業費） 

 ３年間（2020～2022年）総額：61,813千円 （民間企業実施分を含む） 
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（統合的取組による全体最適化の概要及びその過程における工夫） 

 本事業の具体的内容として以下の取組を実施する。 

 

① 連携と遠隔技術（テレビ会議システム）の活用による人材育成 

本市には、高校は 1校あるが、大学はない。各分野で専門的な研究や実践を行う大 

学、研究機関が集中する首都圏とは距離がある。このような不利な条件を補いながら、持

続可能な社会を担う人材を育成していくために、水俣環境アカデミアを結節点・プラットホ

ームとし、包括連携協定を結んでいる大学等と、テレビ会議システムを活用した質の高い

遠隔講義やスポーツ教室を実施する。これまでのプログラムやノウハウを活用し、科学分

野からスポーツ・健康分野に至るまで様々な領域における人材育成事業を推進すること

で、心身ともに元気な人づくりを進める。 

 

② 水俣体感・アクティビティ拠点づくり 

  本市は主要な観光拠点として、美しい海に面した湯の児温泉と、緑深い山に抱かれた 

湯の鶴温泉という趣の異なる２つの温泉地を有している。 

湯の児温泉の眼前には、風光明媚で波穏やかな、タツノオトシゴが生息するほど美しい 

海が広がり、水俣川と合わせマリンアクティビティの拠点となる可能性を秘めている。ま

た、湯の鶴温泉周辺には、湯の鶴七滝と呼ばれる大小の７つの滝があり、これらを結ぶ

散策コース、頭石集落のエコミュージアム（村丸ごと生活博物館）の取組を結びつけた山

のアクティビティのプログラム作りが期待される。                                        

今後アクティビティ拠点を整備することで、気軽に水俣を体感でき、魅力ある体験プログ 

ラムが提供可能となり、市民や観光客の健康増進と元気づくりが促進されるとともに、温 

泉地に立地する旅館・ホテルの宿泊者数の増加に結び付ける。 

 

③ 連携促進によるカーシェアリングの導入 

    本市には、九州新幹線・新水俣駅をはじめとするいくつかの交通拠点があるものの、湯 

の児温泉や湯の鶴温泉等の観光地、スポーツ等の交流拠点となるエコパーク水俣までの 

アクセス手段が十分でなく、自家用車以外の移動には課題が残る。 

地域内で人の移動を活発化させるために、民間事業者と連携し、交通拠点から観光・ 

交流拠点への移動手段の１つとして、カーシェアリングの導入を推進する。 

また、カーシェアリングに用いる車両をＥＶにすることで温室効果ガス排出量の削減も

進める。 
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（３－２）三側面をつなぐ統合的取組による相乗効果等（新たに創出される価値） 

（３－２－１）経済⇔環境 

 

（経済→環境） 

KPI （環境面における相乗効果等） 

指標：海と川のクリーンアップ作戦参加者数 

現在（2019年 3月）： 

823人 

2022年： 

1,000人 

 

地域資源活用型の産業振興を支える環境保全と活用 

    本市の産業振興は、地域特性に根差し、地域に内在する有形・無形の資源を活用し、

有機的に結び付けながら推進していくこととする。これには、地理的特性、環境再生・地

域再生の取組、豊かな自然環境、温暖な気候、海と山の温泉等、地域の魅力を再発見

し、磨き、つなぐことにより新たな価値を創出する作業が求められる。 

   その根底をなすのは、希少生物が生息できるまでに再生した海の保全、豊かなまちの 

たたずまいと心地よい環境を維持する意識の高い市民の存在である。今後も、本市の財

産ともいえる、事業所を含む「市民協働の環境まちづくり活動」を継続、展開することで、

地域の産業活動を支えていく。 

 

（環境→経済） 

KPI （経済面における相乗効果等） 

指標：環境ビジネスに係る企業立地件数 

現在（2019年 3月）： 

    ０（2018年度実績） 

2022年： 

１ 

 

環境まちづくり、環境ビジネスの展開による利益の創出 

  市所有施設に、地元企業の水力発電を中心とする再生可能エネルギーによる電力を導 

入することで、エネルギーの地産地消と経済循環を促す。 

水俣病に関する豊富な資料を収容する水俣病資料館、環境に関する取組と地域振興 

に関する研究活動の結節点となる水俣環境アカデミア、環境関連事業所が集積する「み

なまたエコタウン」等による情報発信、調査研究者等の受入れを進め、交流人口の増加、

環境関連の企業立地を促すことで経済効果を創出する。また、本市に立地する民間企業

が持っている環境技術の海外移転等を図るためのマッチングにも注力する。 
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（３－２－２）経済⇔社会 

 

（経済→社会） 

KPI （社会面における相乗効果等） 

指標：人口の社会減  

現在（2019年３月）： 

189人（過去５年間の平均） 

2022年： 

150人 

   

多様な人たちとの交流・様々な分野の高度な技術に触れることによる市民の成長 

   豊かな海・山を体感できる観光、広大な敷地と整備されたフィールドを持つ「エコパーク 

水俣」を活用したスポーツツーリズムや合宿、水俣病の経験と地域再生に係る学びと研究 

を目的とする多様な人たちを水俣に呼び込むことで経済効果を生み出す。 

一方で、市民、とりわけ若い世代が、様々な考えや立場の人たちと交流したり、高度な 

技術等に直に触れたりすることで刺激を受け、大きく成長していくことができる。広い視野

を持つようになった人材は、進学・就職のため一旦は市外に出ていく。ただし、経済・社会

が元気で、安心して暮らすことができる故郷・水俣を構築することができれば、人材の「母

川回帰」を促すことが可能となる。 

 

（社会→経済） 

KPI （経済面における相乗効果等） 

指標：湯の児地区宿泊者数 

現在（2019年 3月）： 

35,789人 

2022年： 

41,000人 

指標：湯の鶴地区宿泊者数 

現在（2019年 3月）： 

5,913人 

2022年： 

6,600人 

 

元気な「活動人口」の増加による働き手の確保  

地元大学との連携、先端的な研究・実践を行う遠方の大学等と連携して行う遠隔講義 

の実施、市独自のスポーツキッズサポーター事業による次世代人材の育成、ヘルスケア

事業の実施によって、心身ともに健康な市民の増加を図る。実人口は減少したとしても、

元気に活動する市民の増加を図ることで、地域産業の担い手（働き手）を確保する。 

   また、活動人口の増加を意図して行う、ＭａａＳの導入等による市民の移動手段の確保

策、システムづくりを、海・山・温泉等の地域資源を組み合わせた観光振興にも連動させ

る。 
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（３－２－３）社会⇔環境 

 

（社会→環境） 

KPI （環境面における相乗効果等） 

指標：カーシェアリング導入件数 

現在（2019年 3月）： 

０ 

2022年： 

２ 

   

Ｓｏｃｉｅｔｙ5.0、ＥＶ導入等による温室効果ガスの削減 

民間事業者との協働により、九州新幹・線新水俣駅をはじめとする交通拠点等でカー

シェアリングの導入を進め、誰もが容易に移動できる社会環境の整備を行う。併せてＥＶ

の導入により温室効果ガスの排出量削減も図る。 

また、ＥＶが市内を走行する様子を市民に見てもらうことで、その普及促進につなげ、

環境モデル都市として、さらなる温室効果ガスの排出量削減を目指す。 

 

（環境→社会） 

KPI （社会面における相乗効果等） 

指標： 就労系障害福祉サービス利用者数 

現在（2019年３月）： 

2,412人 

2022年： 

2,775人 

   

環境関連事業所での障害者雇用 

  本市においては、1993年から市民主体のごみの高度分別、再資源化による資源循

環型社会の構築に向けた取組を行っている。この過程において、環境関連の事業所が

大きな役割を果たし経済振興に大きく寄与するとともに、中には障害者の就労支援を行

っているところもある。これは、市民の環境に関する取組が事業となり、それが福祉に結

びついていった好循環モデルである。水俣における地域特性を活かした環境まちづくり

が経済活動、地域福祉に展開していった仕組みを、自治体ＳＤＧｓモデルとして広く発信

することで、障害者等を雇用する事業所の増加、就労意欲のある障害者等の就労機会

の確保につなげ、全ての市民が住み慣れた地域の中で、生き生きと暮らせる社会づくり

を推進していく。 
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（４）多様なステークホルダーとの連携 
 

団体・組織名等 モデル事業における位置付け・役割 

慶應義塾大学 遠隔講義等を通じた次世代教育の実施 

日本体育大学 スポーツに関する講師・アスリートの派遣 

みなまた観光物産協会 アクティビティ拠点づくりに関する協議・連携                   

日本スタンドアップパドルボード協会 全国ＳＵＰ選手権大会の運営 

ＵＴモビリティサービス㈱ 水俣ＭａａＳプロジェクト実行委員会への参画 

水俣商工会議所 水俣ＭａａＳプロジェクト実行委員会への参画 

トヨタ自動車株式会社 水俣ＭａａＳプロジェクト実行委員会への参画 

三井住友海上株式会社 水俣ＭａａＳプロジェクト実行委員会への参画 

トヨタファイナンス株式会社 水俣ＭａａＳプロジェクト実行委員会への参画 

水俣市漁業協同組合 新たな水俣ブランドの開発 

あしきた農業協同組合 新たな水俣ブランドの開発 

生活協同組合くまもと エシカル消費の普及、啓発活動 

国連開発計画（ＵＮＥＰ） 市内での国際会議、ワークショップの開催 

国連工業開発機関（ＵＮＩＤＯ） 視察受入れ、市内事業者の環境技術の普及 

みなまたエコタウン協議会 国内外からの研修生受入れ、障害者の雇用 

ＪＮＣ㈱ 再生可能エネルギー（水力）発電電力の提供 

ＪＦＥエンジニアリング㈱ 上記を活用した CO2排出量ゼロ電力の供給 

地方創生推進交付金活用事業者 遠隔医療技術の開発 

地方創生推進交付金活用事業者 体験型健康教室の実施 

地域金融機関 ＳＤＧｓ金融による資金の還流に関する協議 
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 （５）自律的好循環の具体化に向けた事業の実施 

 

（事業スキーム） 

市内に内在する有形・無形の多様な地域資源を、改めて見つめ直し、大切に磨き上げ、

様々な組合せを講じることで、新たな価値を創出し地域の魅力を高め、経済効果を生み出

していく。 

地域にないものについては、外部の様々な関係者と双方向でつながり協力することによ

って、相互に補完し、可能な限りコストをかけずに、人やまちの活力を高めていく。 

さらに、Ｓｏｃｉｅｔｙ5.0の考え方に基づき、地域の実情に合わせ新たなテクノロジーも積極

的に導入することで、地域社会の持続を図っていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（将来的な自走に向けた取組） 

持続可能な地域社会を構築するために最も必要なことは「人」の循環である。2030年、

あるいはそれ以後の水俣の担い手となる人材育成に関しては、市外の大学等との連携に

よる遠隔講義、各方面からの寄附による「スポーツキッズサポーター基金」の活用等によっ

て推進する。 

水俣を体感するアクティビティ事業の推進については、地域資源をつなぎ合わせ、ストー

リー性のある魅力的なプログラムを作り、外部から人を呼び込むことで、自走可能となる。 

 

地場企業 

市内唯一の 

水俣高校 

公共施設 

海の温泉地・旅館 

マリンスポーツ 

山の温泉地・旅館 

山のトレッキング 

スポーツ・観光

の交流拠点 

九州新幹線・新水俣駅 

南九州西回り自動車道 水俣 IC 

市外の連携先 

大学・企業等 

市外の住民 

ＭａａＳによる移動の確保 

遠隔技術による 

人材育成 

豊かな自然（山） 

農林産物 

豊かな自然（海） 

水産物 

市街地 

交通拠点 

湯の児地区 

湯の鶴地区 

エコパーク水俣 

市外の連携先 

企業・団体等 

水力発電による

電力 
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 ＭａａＳの推進等については、企画立案段階から、民間企業と共同で実行委員会を発足

させ、異なる立場の知見を取り入れるとともに、財源確保に関しても検討を進めており、民

間基金の活用を視野に入れる。 

 また、市施設への地元企業の水力発電による電力導入は、温室効果ガスの削減はもと

より電気料金の削減をもたらすので、自治体ＳＤＧｓモデル事業の財源を確保できると考え

る。 

 

 

（６）資金スキーム 

 

（総事業費） 

 ３年間（2020～2022年）総額：391,522千円 

（千円） 

 経済面の取組 社会面の取組 環境面の取組 
三側面をつな

ぐ統合的取組 
計 

2020年度 35,652  19,510  32,518  37,271  124,951  

2021年度 31,062  16,399   29,082  17,271  93,814  

2022年度 31,062  16,399  29,082  7,271  83,814  

計 97,776  52,308  90,682  61,813  302,579  

 

（活用予定の支援施策） 

支援施策の名称 
活用予定

年度 

活用予定額 

（千円） 
活用予定の取組の概要 

地方創生推進交付金 

（内閣府） 
2020 3,464  

経済面の取組①－３・地元事業者等の

参画による健康産業づくり、 社会面の

取組②－３Society5.0 に基づく健康寿

命の延伸 

「環境首都」水俣・芦北地

域創造補助金 

（環境省・熊本県） 

2020～  

2022   
19,629  

三側面をつなぐ統合的取組①連携と 

遠隔技術の活用による人材育成 

 

（民間投資等） 

 官民連携で組織する「水俣ＭａａＳプロジェクト実行委員会」の検討結果を踏まえ、今後取

り組んでいくＭａａＳの推進事業等については、地元自動車販売会社が申請者となり民間

基金の活用を予定している。 
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（７）スケジュール 

 

 取組名 2020年度 2021年度 2022年度 

統
合 

① 

連携と遠隔技術（テレビ

会議システム）の活用に

よる人材育成 

                  

事業実施の準備（～９月）    事業実施（～３月） 

取組の継続・拡充に  

向けた検討 

 

取組の拡充 

 

② 

水俣体感・アクティビテ

ィ拠点づくり 

                  

事業実施の準備（～９月）     事業実施（～３月） 

体制整備及び 

プログラムの提供 

 

プログラムの提供と 

収益確保 

 

③ 

連携促進によるカーシェ

アリングの導入 

      カーシェアリングの導入に向けた研究・調整 

 

水俣ＭａａＳプロジェクト実行委員会等による検討・推進 

 

ＥＶの導入 事業の継続・拡充 

経
済 

①-１ 

海・山・温泉・マリンス

ポーツを融合した観光振

興 

事業実施準備   全日本ＳＵＰ  今後に向けた検討 

（～９月）    選手権開催（10 月）  （～３月） 

 

  取組の継続 

 

  取組の継続 

①－２ 

スポーツ合宿とスポーツ

ツーリズムの推進 

                  

実施に向けた検討、整備（～２月）     実施 

取組の継続及び 

拡充に向けた検討 

 

取組の拡充 
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①－３ 

地元事業者等の参画に 

よる健康産業づくり 

   事業実施及び 

関係者との協議・調整（～９月） 取組拡充に向けた協議 

 

取組の継続 

 

取組の拡充 

①－４ 

安心安全、魅力ある 

“水俣ブランド”の確立 

                    

取組の実施、新規商品の研究（～10 月） イベント実施等 

取組の継続及び 

拡充に向けた検討 

 

取組の拡充 

 

社
会 

②－１ 

持続可能な社会を担う 

次世代育成 

                 

事業の実施及び内容の充実 

事業継続と 

プログラム開発 

事業継続と 

プログラム開発 

  

②－２ 

スポーツによる元気づく

りと夢の実現 

                      

聖火リレー      事業実施     スポーツ教室等 

 

事業継続 

 

事業継続 

②－３ 

Society5.0に基づく健康

寿命の延伸 

   事業実施及び 

関係者との協議・調整（～９月） 取組拡充に向けた協議 

 

取組の継続 

 

取組の継続 

②－４ 

ＭａａＳ・ＥＶによる 

人の移動の活発化 

                     ＥＶの試験導入、 

 

アプリ導入     水俣ＭａａＳプロジェクト実行委員会 

イベント実施等 

 

による検討 

ＥＶの普及促進 
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環
境 

③－１ 

水俣の経験に基づく環境

再生と地域振興の取組、

発信 

                      

事業実施 

 

取組の継続 

 

取組の継続 

③－２ 

市施設への、地元企業の

水力発電による電力導入 

    

諸手続き 事業実施（６月～） 

 

対象施設拡大の検討 

 

事業継続 

③－３ 

市民の環境活動とエコタ

ウン・福祉をつなぐ実践 

                      

取組の実施・普及啓発方法の検討（～12月）  情報発信 

 

取組の継続 

 

取組の継続 

③－４ 

環境ビジネスの国際的 

展開 

 

視察受入れ、研修・ビジネスマッチングの実施 

 

 

取組の継続  

 

取組の継続 

 



2020年度 SDGs未来都市全体計画提案概要（提案様式２） 

提案全体のタイトル： みんなが幸せを感じ、笑顔あふれる元気なまちづくり 提案者名： 水俣市 

全体計画の概要： 水俣病の経験と教訓を踏まえてこれまで実践してきた環境配慮型の施策や取組を継承しながら、市民の暮らしと地域の存続を支える経済の活性化、その担い手 

となる人材育成を図り、主体的に活動する市民を増やすことで、社会全体が好循環する仕組みづくりを、多様な主体と協働し、より強力に進めていくことを目標と 

する。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①活力ある地場企業づくり、②地域資源を活かし

た観光の振興、③地産地消と“みなまたブラン

ド”づくり、④豊かな心で未来に挑戦する人づく

り、⑤次世代を担う人材の育成、⑥元気に老い、

いきいきと生きがいのあるまちづくり、⑦地域に

おける温室効果ガス排出量の削減、⑧ごみの分別

適正化と減量、⑨協働による環境保全活動の推進 

２
．
自
治
体
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ 

の 

推
進
に
資
す
る
取
組 

 

・第６次水俣市総合計画（2019～2026年）に、 

ＳＤＧｓの考え方に基づく持続可能な地域社会

づくりに取り組むことを明記している。 

・その他、第２期水俣市まち・ひと・しごと創生

総合戦略、第３次水俣市環境基本計画等にもＳ

ＤＧｓに関する内容を記載する。今後策定予定

の主要計画についても同様とする。 

・１つの自治体の中で、海・山・川の生態系がコンパクトに完結している。 

・世界に類例のない産業公害の体験を教訓として地域振興に取り組んでいる。 

・過疎・高齢化、産業活動の停滞が続く中、持続可能な地域経営が求められている。 

ＳＤＧｓの理念を取り入れて 2019年に策定した「第６次水俣市総合 

計画」の目指す将来像「みんなが幸せを感じ 笑顔あふれる元気なまち 

水俣」を 2030年のあるべき姿と位置付ける。 

・国内外から多くの人たちが、環境に配慮したまち

づくりを学ぶために本市を訪れる。これまでの実践

を伝え、共有していくことは、ＳＤＧｓの普及啓発に

つながるものである。 

・自治体 SDGｓモデル事業については、従来の研修

プログラムの中に盛り込むとともに、先駆性・モデ

ル性を持たせることで報道効果等も見込まれる。 

１
．
将
来
ビ
ジ
ョ
ン 

地域の実態 

３
．
推
進
体
制 

2030年のあるべき姿 

（経済）地域資源を有機的に結び付けた産業活動による所得獲得                     

（社会）持続可能な地域社会を支える活動人口の増加                          

（環境）経験と教訓の発信、環境モデル都市としての責務、市民協働の環境まちづくり           

2030年のあるべき姿の

実現に向けた優先的な

ゴール・ターゲット 

・SDGｓを知っている市民の割合が 16.3％であったことを 

受け、普及パンフレットの作成、シンポジウムや、市民 

講座等を開催した。今後もこれらを継続するとともに 

具体的活動に結び付くような情報発信を行っていく。 

・国内外に向けては、水俣環境アカデミアを結節点として 

各種研修の受入れ、国連機関と連携した会議等を開催

する中で、SDGｓの取組に関する情報も発信する。 

情報発信 普及展開性 自治体ＳＤＧｓに資する取組 

各種計画への反映 

・産学官民金労が参画する「水俣市地方創生ＳＤＧ

ｓ総合戦略会議」によるＳＤＧｓの推進 

・慶應義塾大学、日本体育大学等との連携協定によ

る人材育成 

・民間企業との連携によるＭａａＳ等の推進 

・環境モデル都市、ＳＤＧｓ推進自治体との連携 

・国連機関等との連携 

・水俣市地方創生ＳＤＧｓ推進本部 

市長を本部長とし、部長等の幹部職員で構成 

・水俣市地方創生ＳＤＧｓ推進本部/幹事会 

関係課長で構成 

・水俣市地方創生ＳＤＧｓ推進本部/作業部会 

20～30歳代の若手職員主体で構成 

行政体内部の執行体制 ステークホルダーとの連携 

・市内においてＳＤＧｓに積極的に取り組む事業者を対象とする登録制度の構築を検討する。制度設計に当たっては、以前本市 

が実施していた事業所版環境 ＩＳＯの取組等を参考にする。 

自律的好循環の形成へ

向けた制度の構築等 



     2020年度自治体ＳＤＧｓモデル事業提案概要（提案様式３） 

自治体 SDGｓモデル事業名：産学官民連携による「元気なまち水俣」共創事業 提案者名：熊本県水俣市 

取組内容の概要：地域に内在する資源を見つめ直し、磨き、結びつけることで、「人が元気・経済が元気・環境も元気」なまちづくりに取り組む。人口減少が 

続く状況の中で、主体的に考え、行動できる「活動人口」を増やすことで、これまで先行してきた環境施策を経済振興に効果的に結び付け、

持続可能な都市づくりを推進する。 

 

 

取組① 海・山・温泉・マリンスポーツを融合した観光振興 

取組② スポーツ合宿とスポーツツーリズムの推進 

取組③ 地域事業者等の参画による健康産業づくり 

取組④ 安心安全、魅力ある“水俣ブランド“の確立 

取組① 水俣の経験に基づく環境再生と地域振興の取組、発信 

取組② 市施設への、地元企業の水力発電による電力導入 

取組③ 市民の環境活動とエコタウン・福祉をつなぐ実践 

取組④ 環境ビジネスの国際展開 

課題：経済活動の停滞 

⇒地域資源を活かし・つなぐ産業づくり 

課題：環境活動の経済・社会面への波及効果 

 ⇒水俣における環境まちづくりの展開・発信 

環境 

課題：人口減少、少子高齢化 

⇒2030年の水俣を支える活動人口の増加 

経済 社会 

取組① 持続可能な社会を担う次世代育成 

取組② スポーツによる元気づくりと夢の実現 

取組③ Ｓｏｃｉｅｔｙ5.0に基づく健康寿命の延伸 

取組④ MａａS・EVによる人の移動の活発化 

経済面の相乗効果① 
・多様な人たちとの交流・様々な分野の高度 

な技術に触れることによる市民の成長 

経済面の相乗効果② 
・地域資源活用型の産業振興を

支える環境保全と活用 

地域にあるもの＋ないもの＝活力創造 

①連携と遠隔技術の活用による人材育成 

②水俣体感・アクティビティ拠点づくり 

③連携促進によるカーシェアリングの導入 

 

社会面の相乗効果① 

・元気な活動人口の増加による働き手の    

確保とアクセス向上による交流促進 

環境面の相乗効果① 
・環境まちづくり、環境ビジネス

の国際展開による利益の創出 

 

環境面の相乗効果② 
・環境関連事業所での障害者

雇用 

 

社会面の相乗効果② 
・Ｓｏｃｉｅｔｙ5.0、ＥＶ導入等に  

よる温室効果ガスの削減 

 



 

 

参考資料一覧 

 

   １ 2019年度 水俣市ＳＤＧｓ取組状況 

   ２ ＳＤＧｓ普及啓発パンフレット 

   ３ 第３次水俣市環境基本計画に関する資料 

   ４ ＳＤＧｓに関係する水俣市のこれまでの取組等 

 
 















目指す環境像

環境像の設定

【参考】
第６次水俣市総合計画における将来像
■みんなが幸せを感じ 笑顔あふれる元気なまち 水俣

第６次水俣市総合計画の市民ワークショップにおける「環境グループ」の分析
■住みやすい！ 暮らしやすい！ 自然環境先進都市 みなまた

第６次水俣市総合計画における環境分野の基本目標
■次代へつなぐ環境づくり

平成23年度環境まちづくり推進事業概要報告書による将来像
■環境と経済が一体となって発展する持続可能な「真の豊かさ」が実感できるまち

【キーワード】
〇経済、社会、環境（SDGｓ）
〇持続可能 〇次世代 〇未来 〇誇れる 〇笑顔
〇想いつなぐまち（市制70年テーマの一部）
〇コンパクトシティ
〇循環 〇共生 〇創造 〇創る 〇協働 〇人と自然
〇共創 〇もやい 〇ゼロ・ウェイスト 〇環境保全

『 次代へつなぐ 環境・経済・社会が調和したまち みなまた 』

市民ワークショップで出された意見と、これまでの環境行政の継続性や水俣市環境基本条例の理
念、第6次水俣市総合計画との整合・連動を考慮し、水俣市環境審議会へ諮る。

３ 第３次水俣市環境基本計画に関する資料



施策の展開

目指す姿

現状

課題

各主体の取組
（市、市民・市民団体等、事業者）

数値目標



SDGsとの関連

飢餓 保健 教育 水・衛生 エネルギー 成長・雇用 技術革新 不平等 都市 生産・消費 気候変動 海洋資源 陸上資源 平和
パートナー

シップ

区分１ 水俣病被害者の支援

区分２ 水俣病犠牲者の慰霊

区分３ 公害・環境学習の推進

区分４ 次世代を担う人材育成

区分１ ゼロ・ウェイストの推進

区分２ ごみ分別の適正化と減量

区分３ 環境と経済の調和・環境に配慮した選択

区分１ 地域における温室効果ガス排出量の削減

区分２ 公共施設における温室効果ガス排出量の削減

区分３ 地域における温暖化対策・気候変動適応策

区分１ 水質・土壌・大気環境等の保全

区分２ 公共用水域の水質保全

区分３ 安心・安全なインフラの整備

区分４ 安定給水の確保

区分１ 自然環境の保全

区分２ 水源かん養機能の向上

区分３ 花と緑のまちづくり

区分１ 持続可能な地域社会を担う次世代人材育成

区分２ 高等教育・研究活動の推進

施策区分

施

策

２
循環型社会の形成

施

策

３
低炭素社会の実現

施

策

１

水俣病問題への取組と「もやい直し」の
推進

施

策

５
協働による環境保全活動の推進

施

策

６

産学官民連携による環境まちづくり事業の
推進

施策

施

策

４
生活環境の保全



SDGsとの関連



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜水俣病の経験と地域再生の実践＞ 

住民によるごみ分別 

エコパーク水俣 

４ ＳＤＧｓに関係する水俣市のこれまでの取組等 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜水俣環境アカデミア（教育研究・産学官民連携拠点）＞ 

＜「未来に向けた作文コンクール」の実施＞ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

＜SDGｓに関する市民公開講座やシンポジウムの実施＞ 

市民公開講座 

シンポジウムの開催 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜市長によるＳＤＧｓの普及啓発活動＞ 

＜国内からの研修受入れによるＳＤＧｓの情報発信＞ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

 

  

 

 

 

 

 

 

＜海外向け情報発信＞ 

国連機関のシンポジウム 

エコタウン企業の視察受入れ 
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